
デジタル市役所推進室 Ｘ方針の概要

局全体

1

Ｃ領域Ｂ領域Ａ領域

（１）あらゆる行政サービスが連携し、
デジタルで完結できる市役所の
実現

・シームレスにデータ連携
できる仕組みの構築

（１）書かない・待たない、
行かなくていい市役所の実現

・区役所手続きのフロントから
バックまでをデジタル化
・全ての行政手続きを
オンライン化

（2)新しい働き方の提供

・テレワークやペーパーレスなど
オフィス改革の実施
・デジタルツールの利用促進、
データの利活用による業務効率化

（２）AI・RPA・ローコードツール
等による業務効率化の拡大

・デジラボ、デジナビの拡大

（１）DXの推進による
区役所の窓口改革

・窓口予約サービスの導入
・バックヤードセンター設置

（５）DX人材の育成

・階層ごとの人材育成（シル
バー700人、ゴールド60人）

（５）情報システムの標準化・
共通化

・本市独自のクラウド共通基盤の
整備
・市役所全体の情報システム更新

（３）DX人材の確保・育成

・育成した２４００人のDX人材
の評価及び活用策の検討ほか

（３）DXによる照会・回答業務
の削減事例創出

・kintone等活用による
照会廃止事例の創出

（４）より便利で、より安全な
ネットワーク環境の提供

・自治体情報セキュリティクラウド
更新の検討

（２）持続可能なDX推進
体制の構築

・技術やリソース（人材、予算、
システム等）の確保

（４）市役所本庁舎における
オフィス改革

・全体計画の策定
・モデルオフィス（本庁舎3階）
の改装
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局区Ｘ方針〈デジタル市役所推進室〉 

 

１ 組織の使命（どのような役割を担うのか） 

  

市政変革を進めていくにあたっては、デジタル技術の活用により、これまでの業務、制  

度や政策、組織のあり方までを抜本的に変革する、いわゆるＤＸが不可欠であると認識し  

ている。 

 

デジタル市役所推進室は、市民、職員に寄り添った徹底した「ユーザー主義」のもと、

短中期的には、①市民サービスの向上、②業務改革、③働き方改革の三位一体でＤＸを推

進することで、時間、マンパワーを生み出し、「創る改革」に貢献する。 

また、ＤＸの基盤となる、ネットワーク、基幹サーバー等の情報インフラの安定稼働を  

図り、最新の技術動向等も踏まえながら計画的に更新を行うことで、市民、職員等に快適・  

便利なデジタル活用環境を提供する。 

  

中長期的には、デジタル技術を活用して、将来にわたって持続可能な形で行政サービス  

を提供し続けることが可能な体制を構築することを通じて、新ビジョンの実現、市政変革  

の推進に貢献する。 

 

 

２ 課題と背景 

 

課題Ａ（１） 

① 課題名 ＤＸの推進による区役所の窓口改革（予約サービスの導入など） 

② 課題の内容 

  市民・職員双方の行政手続きにかかる負担を軽減し、スピーディにサービスを提供で

きるよう、区役所窓口のＤＸを進める。 

③ 課題の背景 

  民間サービスでは、スマホを使った手続きやキャッシュレスでの支払いなどが拡大す

る中、行政のデジタル化は立ち遅れており、来庁を要する手続きや窓口の混雑などによ

る市民・職員双方の負担が軽減されていない。 

④ 課題に対する取組み 

  Ｒ５年度から、「待たない」「書かない」「行かなくていい」区役所の実現を目指し、

「スマらく区役所サービスプロジェクト」を展開中。 

  Ｒ６年度は、①窓口オンライン予約サービスを導入し、市民の行政手続きに要する時

間の短縮を図るとともに、②内部のバックヤード事務を集約処理するセンターを立ち上

げ、職員の負担を軽減する。 
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課題Ａ（２） 

① 課題名 ＡＩ・ＲＰＡ・ローコードツール等による業務効率化の拡大 

② 課題の内容 

  市役所には、手作業による非効率な業務が数多く残っており、こういった業務に対し

て、ＡＩやＲＰＡ，ローコードツールといったデジタルツールを用いて業務を効率化す

る必要がある。 

③ 課題の背景 

  市役所の業務は、市民・職員の手続きを問わず、条例や要綱、規則などに指定した様

式を使用することが多い。そのため、担当職員は、様式に手書き（入力）された内容

を、業務システムに入力するなどの時間を要している。 

  各業務の処理に使用するデータは、各職員個人のＰＣに保存されていることが多く、

課内、庁内に共有する場合は、毎回、共有する目的に応じ、加工して配布するなど手間

と時間をかけている。 

④ 課題に対する取組み 

令和６年度は、ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術を活用して全庁的な共通業務の集中処理

を行う「デジラボ」業務の拡大、ローコードツールによる庁内申請業務のポータルサイト

「デジナビ」の活用拡大等により、職員の作業時間を８万時間削減する。 

 

課題Ａ（３） 

① 課題名 ＤＸによる照会・回答業務の削減事例創出 

② 課題の内容 

  市役所内では、必要な情報を全庁に照会して収集する方法があるが、照会をかけるこ

と・答えること、それぞれが時間的に大きな負担になっている。 

③ 課題の背景 

  照会・回答業務は、内部系共通事務の約 34％（約 48万時間）、令和５年の年間残業時

間のおよそ４％（約１万時間）を占めるなど、業務時間内外の作業において職員の負担

となっている。定例照会の中には、データの作成方法や参照先の工夫により、照会をか

けることなく目的を達成できるものも少なくないと考えている。 

④ 課題に対する取組み 

令和６年度は、ローコードツール等を活用して、通常業務の中でデータベースを作成

し、そこから必要な情報を引用することで、従来からの照会を廃止する事例を創出する。 

 

課題Ａ（４） 

① 課題名 市役所本庁舎におけるオフィス改革 

② 課題の内容 

  市役所のオフィスを、働きやすく働きがいのある「選ばれる職場」に変革する必要が

ある。 

③ 課題の背景 
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  「２０４０年問題」が言われているとおり、今後、若年労働力の深刻な供給不足や、

若年層職員の離職が見込まれている。北九州市役所においても、職員の減少が予想され

ており、新規採用職員の確保に加えて、職員の生産性向上が必須となっている。 

④ 課題に対する取組み 

令和６年度は、本庁舎を働きやすく働きがいのある職場に改装するための全体計画の策

定や、モデルオフィスとして実施する本庁舎３階（政策局、危機管理室）のオフィス改革

に、職員の意見を反映するためアンケート等を活用した取組を行う。 

 

課題Ａ（５） 

① 課題名 ＤＸ人材の育成（ゴールド人材向け研修の開始） 

② 課題の内容 

 官民問わず、ＤＸ人材の獲得競争が厳しさを増している中、市役所のＤＸを進めてい

くためには、市職員をＤＸ人材として育成していくことが必要となる。 

③ 課題の背景 

  ２０３０年には、日本全体のＤＸ人材が７９万人不足との予測がある中、多くの企業

がこの分野の人材への投資を強めている。北九州市がＤＸを推進していく上でも、その

取組を支える人材の確保・育成は急務であり、市ＤＸ推進計画においても、集中取組項

目に掲げている。 

④ 課題に対する取組み 

現在、市ＤＸ推進計画に沿って、ＤＸ人材の「確保」（デジタル区分の採用、地域活性  

化起業人の活用）、「育成」（ＤＸ人材育成プロジェクト）の両面から取組を進めている。 

その中で、市政変革に向けたＤＸ加速化を図るため、Ｒ５年度から３年間で２４００ 

人の育成を目指す「ＤＸ人材育成プロジェクト」を実施中。 

Ｒ６年度は、昨年度に続きシルバー（実行）人材［７００人］・ブロンズ（活用）人材 

［全職員］の育成を継続するのに加え、ゴールド（戦略）人材［６０人］の育成に着手

する。 

 

 

課題Ｂ（１） 

① 課題名 書かない・待たない・行かなくていい市役所の実現 

② 課題の内容 

  市民・職員双方の行政手続きにかかる負担を軽減し、スピーディにサービスを提供で

きるよう、市役所のＤＸを進める。 

③ 課題の背景 

  民間サービスでは、スマホを使った手続きやキャッシュレスでの支払いなどが拡大す

る中、行政のデジタル化は立ち遅れており、来庁を要する手続きや窓口の混雑などによ

る市民・職員双方の負担が軽減されていない。 

④ 課題に対する取組み 
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「スマらく区役所サービスプロジェクト」を展開し、各種申請書の作成支援（書かな

い）、予約システム（待たない）、オンライン手続やリモート相談（行かなくていい）の

実装、定型大量業務を一括処理するセンターの設置などにより、区役所における窓口手

続のフロント部分からバックヤードの一部までをデジタルで行えるようにする。 

このほか、事業者向け（ＢｔｏＧ）手続きのオンライン化なども進め、令和７年度末

までに、対象となる行政手続きの１００％をオンライン化することで、市民・事業者の

利便性を向上させる。 

 

課題Ｂ（２） 

① 課題名 新しい働き方の提供 

② 課題の内容 

  北九州市役所が、働きやすく働きがいのある「選ばれる職場」に変革するため、人事

部門と連携した新しい働き方の提案が必要である。 

③ 課題の背景 

  ＤＸ推進計画では、働き方改革の具体的な取組項目として「⑪テレワークの推進」 

「⑫ペーパーレス化の推進」を掲げて取り組んできた。一方で、例えばテレワークに関

する社会の理解に市の制度が追い付いていないなど、社会の変容に制度が柔軟に対応で

きていない。 

④ 課題に対する取組み 

より効果的で働きやすく働きがいのある職場改革に向けて、オフィス改革の方向性や全

体計画の策定・実施に加えて、テレワークの推進、ペーパーレスなどの方向性を検討し、

職員に新しい働き方を提供する。 

また、引き続き、ＡＩやＲＰＡ，ローコードツールといったデジタルツールの利用促進

や、データの利活用等を行うことにより、業務の効率化を図る。 

 

課題Ｂ（３） 

① 課題名 ＤＸ人材の確保・育成 

② 課題の内容 

  官民問わず、ＤＸ人材の獲得競争が厳しさを増している中、市役所のＤＸを進めてい

くためには、ＤＸ人材の確保・育成の取組を強化する必要がある。 

③ 課題の背景 

  ２０３０年には、日本全体のＤＸ人材が７９万人不足との予測がある中、多くの企業

がこの分野の人材への投資を強めている。北九州市がＤＸを推進していく上でも、その

取組を支える人材の確保・育成は急務であり、市ＤＸ推進計画においても、集中取組項

目に掲げている。 

④ 課題に対する取組み 

現在、市ＤＸ推進計画に沿って、ＤＸ人材の「確保」（デジタル区分の採用、地域活性

化起業人の活用）、「育成」（ＤＸ人材育成プロジェクト）の両面から取組を進めている。 
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「ＤＸ人材育成プロジェクト」では、Ｒ７年度末までに育成した２４００人のスキルを 

評価するとともに、その活用策を検討する。 

さらに、全職員と情報職員の双方を対象に、育成の考え方やキャリア形成、研修体系な

どを含めた体系的な人材育成を計画的に進める。また、ＤＸに関する最新技術を常にキャ

ッチアップするため、民間企業との間で柔軟に人材交流できる仕組みなどにより、高度専

門人材の確保に努める。 

 

課題Ｂ（４） 

① 課題名 より便利で、より安心なネットワーク環境の提供 

② 課題の内容 

現在の「三層の構造」を見直し、職員が、セキュリティが確保された一人一台のデバ

イスで効率的に業務が行えるよう、ネットワーク環境を整備する。 

③ 課題の背景 

２０３０年頃の国・地方ネットワークの将来像では、行政サービスを、柔軟かつセキ

ュア（安全・安心）、安定的に提供することが求められている。この将来像を実現するた

めには、ネットワーク境界での防御から、端末中心の防御（ゼロトラストアーキテクチ

ャー）への転換が必要不可欠になる。 

④ 課題に対する取組み 

現在の庁内ネットワークにおけるインターネット接続環境は「福岡県自治体情報セキ

ュリティクラウド」において、福岡県及び県下の市町村と共同利用を行うことで、単独

利用と比較して５割以上の経費削減を実現している。 

そのため、次回のセキュリティクラウド更新時期の２０２７年度に、同様の共同利用

方式で北九州市が目指す環境を実現することが最も費用対効果が高いと考えられるた

め、既に福岡県と意見交換を行っているところである。 

議論を重ねながら、セキュリティを担保した目指す環境構築に取り組んでいく。 

 

課題Ｂ（５） 

① 課題名 情報システムの標準化・共通化 

② 課題の内容 

市民が、いつでも安心して住民サービスを受けられるよう、標準化された新たな情報

システムへ移行するための基盤を構築する。 

③ 課題の背景 

情報システムの標準化は法定事項である。国は標準化されたシステムに移行したこと

が前提で新たな施策を提示しており、住民サービスを維持するために必ず実施する必要

がある。一方で、国は標準化されたシステムのカスタマイズを許しておらず、標準化業

務に市の独自施策を柔軟に追加実施するための基盤整備を進める必要がある。 

④ 課題に対する取組み 

システム標準化に向けた全体の進捗管理及び業務所管課との調整・支援を実施し、標準
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化法に基づく基幹業務システムの統一・標準化を円滑に進める。具体的には、令和７年度

末までに本市独自のクラウド共通基盤を整備し、令和７年度以降に予定している標準準拠

システムへの移行を安全に行いつつ、独自施策システムを含めた市役所全体の情報システ

ムの更新を進めていくことで、住民サービスの向上と安定稼働を目指す。 

 

 

課題Ｃ（１） 

① 課題名 あらゆる行政サービスが連携し、デジタルで完結できる市役所の実現 

② 課題の内容 

  デジタル完結型市役所の実現により、市民は本人確認のために庁舎に出向いたり、何

度も個人情報を提出することがなくなるなどの便益が得られるようにするとともに、職

員の行っていた作業を自動化・省力化し、大規模な災害等で行政体制が機能不全に陥っ

たとしても、デジタルにより最低限必要な行政サービスの提供を可能にするなど、レジ

リエンスな行政体制を構築する。 

③ 課題の背景 

  今後、生成ＡＩをはじめ、ますます発展する技術の進展に応じた行政サービスの向上

が求められる。 

同時に、さらなる行政需要の多様化、複雑化が進む一方、行政サービスに従事する人

員が減少せざるを得ない中、人によるサービス提供が真に必要な分野に人員を配置して

いくことも求められており、可能な限り行政サービスのデジタル化を進めていく必要が

ある。 

④ 課題に対する取組み 

様々な行政サービスにおけるデータがシームレスに連携できる仕組みを構築（将来的に

は民間サービスも対象）することにより、市民が２４時間３６５日いつでもインターネッ

トで簡単、便利に公共サービスを利用できる市役所を実現する。 

 

課題Ｃ（２） 

① 課題名 持続可能なＤＸ推進体制の構築 

② 課題の内容 

  デジタル完結型市役所の推進のために必要とされる技術やリソース（人材、予算、シ

ステム等）が持続可能に確保、提供できる推進体制を構築する。 

③ 課題の背景 

市民にとって安全、安心なデジタル市役所を構築・推進していくためには、必要十分

な機能を有したシステムを安定的に導入し、運用していくことが必要不可欠である。 

④ 課題に対する取組み 

限られた人員、予算の中で、効果的・効率的なシステム運用を持続的に可能とする推進

体制のあり方につき、フレキシブルな採用方法や雇用形態など、これまでの枠に捉われず

検討し、実行していく。 


